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波浪のような繰返し力を受ける構造物支持地盤の破壊機構とその防止策について, 種々の繰返し力を載荷可

能な装置と二次元平面ひずみ試験土槽装置を用いて一連の実験を行い, 次のような結果を得た. 1)波浪場にあ

る地盤-構 造物系の破壊は変形が徐々に進行するような側方流動型破壊を示す, 2)こ のような地盤破壊の防止

策として, 構造物底部に側壁を設ける方法や地盤内に矢板を設置するような対策法は, 側方流動型の破壊阻止

に一定の効果が期待できるが, その効果はそれらの形状及び設置条件によってかなり異なる. 本論文では, こ

のような側方流動型破壊の基本的な阻止機構について詳細な検討が加えられている. 
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13ま えがき

海洋開発事業の発展にともない, 我国においても大水

深防波堤や沖合構造物の建設が多くなってきている. ま

た, 波浪条件の厳 しい沿岸域における社会基盤整備が重

要視されていることから, 今後は沿岸構造物と海底地盤

に対する安定性の適確な評価と対策の確立が望まれてく

ると予想される. 

このような背景から, 筆者らは波浪カ-構 造物-地 盤

系の連成問題を二次元平面ひずみ模型土槽と種々の繰返

しカを載荷可能な装置を用いて調べている1)2)3). 一連

の解析及び実験から, 波浪力一構造物の相互作用により

誘発される構造物直下の地盤内せん断応力が, 外力の組

合せによらず両振 り条件にある, また波浪場にある地盤

の動的力学挙動を室内実験により把握するには, 静水圧

と変動水圧の適確な評価が重要である, な どの事実が示

された. 

本研究では, 波浪カー地盤一構造物系の破壊機構の詳

細を探るために, 構造物直下の要素点における地盤内応

力の特性を再現させた実験を実施した. さらに, 波浪場

にある地盤の破壊が側方流動型破壊にあることを示し, 

この場合の地盤破壊阻止法を検討した-具 体的には, 構

造物底部に側壁を設けるあるいは地盤内に矢板を設置す

るような対策法を検討 し, 阻止効果に及ぼすそれらの形

状, 設置位置, 排 水条件の影響等を明らかにしようと試

みた. 

2. 試験装置と実験方法

本研究での模型実験では, 波浪カ-構 造物一地盤系の

連成問題について, 実海域で想定される外力を図-1の

ように仮定している. すなわち, 構 造物には波浪力によ

るモーメン トw;鉛 直力y及 び水平力Qと 変動水圧 σc

が作用している. これ らの外力を鉛直成分, 水平成分及

び変動水圧成分に分け, それらのカを適確に組合せるこ

とによって構造物直下の要素点での地盤内応力を再現し

た実験を行った. 図-2は, その ような仮定に基づいて

試作した模型土槽装置ならびに同制御装置1)2)3)を 示 し

ている. 

模 型土槽の内寸法は, 長 さ2, 000mm, 深 さ700mm, 奥行

き600mm, 砂 層の深 さ400で あ り, その前面及び側面に

は厚 さ20の 高強度ガラスが設置されている. 模型構造

物は, 幅100, 高 さ100mm, 奥行 き580, 重量0. 127kN

の直方体であり, 基礎底面と砂層との接触面を完全粗と

するため底面にサン ドペーパー(G120)が 貼付けられて

いる. 

模型地盤は, 豊浦標準砂(3=2. 65g/cm3, Odm=

1. 648g/cm3, ρdη=1. 354g/cm3)を 頂角30, 高 さ640mm

のサンドホッパーから落下させる方法4)で作製 している. 
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この方法によって, 本研究では相対密度Dが50, 80%の

均一な地盤を得た. 地盤の均一性は, 土槽内の任意点に

密度測定用のモール ドを設置して確かめられ, 所定の精

度内にあることが示されている5). また, 模型地盤には

初期構造の乱れが生 じないように, 水頭差1mで 土槽底部

8個 のポーラスス トー-ン(直径50mm)か ら10-5cm/sの 速度

で通水を行っている. なお, 通水後の水面の高さは模型

地盤の表面より, +5に なるようにしている. 間隙水圧

計は, 図に示すように模型構造物直下に100mm間 隔で3個, 

それ らを中心として左右対称に200mm間 隔で6個, 計9個

設置されている. 

土槽上面に拘束板を設置することによ り, 砂 層表面

上に直接, 任意の変動圧を載荷できるようになってい

る. また, 模型地盤上にはrubbet ballo(厚 さf=1. 5)

が設置可能 となっており, これを介して模型地盤に圧密

履歴を与えることができるようになっている. 

図-3に 示 すように, 計測される変位は左右の沈下量

Svl, ave及 び水平移動量S, 5HRで あ り, それ

ぞれ卓越する方の変位量をsvami. と定義した. 

また構造物の回転角 は図中に示す算定式により求めて

いる. 

行った試験は, 波浪場にある地盤内の要素点を再現 し

た試験(Wave Reproduction Test: 以下WRTと 略称)及 び非

水圧場での繰返し鉛直, 水平載荷試験(Cyclic Vertical

or Horizontal Loading Testl 以下CVL, CHLと 略称)で あ

る. ここで非水圧場とは, 静水圧及び変動水圧が載荷 さ

れていない圧力場を指 している. 

1g場 の模型実験では相似則を満たすことは, 不 可能

である. しかしながら, 地盤変形の可視化や現象の把握

のし易さ, 実物と同一材料を用いることによる工学的利

点など実験の本質を考える上で, 19場 の模型実験は極

めて重要な示唆を与えるものであると考えられる. そこ

で本研究では, 図-1に 示 したような模型土槽内の要素

の力学応答が調べられている. 

WRT試験では, 実波浪場にある構造物直下の要素点に生

じる地盤内鉛直, 水平及びせん断応力(σ2・ σx・ τx2)

を鉛直応力の最大値oに よって正規化した値(σ./

σZ8x, σx/σZ8x, τX-/o-28x)が, 模型地盤内の

要素での正規化 した応力(σ/σx, σx/σ

rlkj/σx)と 一致するように実験での載荷荷重

(分担力)を 決定した. ここで実験での地盤内応力にはm

を付している. 例えば, 図 一4(a), (b)には, 水深 力=15m

の海底地盤に設置された高さ0と 幅βが20mの 構造物に波

高gfdm, 周期T=10sの 波浪が作用した場合の構造物直

下20mの 要素における地盤内応力と, その応力特性を再現

させるための本模型実験における各ロッ ドの分担力(左

右の鉛直ロッド:pvl pcer, 左右の水平ロッド: phl, 

PHR)と 変動水圧 σcの 経時変化を示している. この例

では構造物直下20mの 要素 と模型構造物直下100mmの 要素

が対応している. なお, 波浪は左側から作用させている. 

ここで波力 と揚圧力はxainflou式 により算出しており, 

地盤内応力は boussinesq cerrutti解 を用いて算出し

た. なお, (a)図の地盤内応力は最大鉛直応力 σxに

より正規化している. 上述の波浪条件ではx=350kN/

になる. また(b)図 の変動水圧以外の分担力は, 鉛 直ロッ

ドにより与えられる鉛直荷重の最大値Pψ. で正規化さ

れている. ここで, (b)図の分担力は初めに変動水圧 のo

を決定 し, その後(a)図 に示した関係を満たすように載荷

荷重値を決定した. (b)図より, 水平ロッドでは左右の分

図-1 実海域における外力のモデル化

図-2 繰返 し力載荷装置と二次元平面ひずみ模型土槽

図-3 本試験における変形の定義
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担力(プ ラスが左側ロッド(実線), マ イナスが右側ロッ

ド(点線))に 差が現れていることがわかる. また, 各ロ ッ

ド間では同位相になっていることも注目したい, 

図 一4(c>は, さらに一般的な再現法を得るために必要

な波高Hと 模型構造物直下100地 点に生じるせん断応力

の関係を示 している. ここでは海底地盤においても陸上

の地盤 と同様に, せ ん断応力の評価が重要であるという

事実3)から, 波高Hとせん断応力rの関係により整

理 している. なおこの関係は, 任 意の波高に対する実地

盤内応力を(a)図 のように求め, その波高に対する模型実

験での最大鉛直応力を算出し, 得ることができる. 図 よ

り波高とせん断応力の関係にはユニークな関係があるこ

とがわかる. また図-4(d)は, (c)図 と同様に各波高に

対する実地盤の応力を求め, (b)図のような関係を整理す

ることによって得られたものである この図は, すなわ

ち, 各分担力と変動水圧0-C(=gdskl+d, klj: 静水圧, 

σd: 変動圧), 波 高Hと の具体的な関係である. この分

担力の相互関係を満足させることができれば, 任意の波高

に対する地盤内要素の再現が可能であるものと考えられる, 

本論文で言う波浪場にある地盤内要素を再現した実験(WRT

試験)と は, このような考え方による試験を指している, 

本研究では, 波浪場にある地盤破壊の対策 として構造

物底部に側壁を設けるような対策と模型地盤内に矢板を

付設するような対策の破壊防止効果を調べるために, CVL, 

CHL試 験 を実施 した. 図-5は, CVL, CHL試験 の具体的な

載荷法を示している. 例 えばCVL試 験では, 模型構造物に

繰返 し荷重を鉛直ロッド2本 から半正弦波として左右交

互に与え, CHL試 験では水平ロッド2本 により半正弦波荷

重をCVL試 験 と同様な方法で与えた. 同図には模型構造物

直下に生 じるせん断応力の経時変化 も併せてプロットし

ている. なお, 載荷周期Tは4sで ある. 

側壁 の形状及び矢板の設置位置を図-6に 示す. 側壁

を用いた試験(図-6(a))で は, 任意の根入れ深さ賑. と

幅wを 有する側壁(4w≦50mm, w≦18mm)を 模型構

図-4 構造物直下の着目要素点に生じる地盤内応力と本実験での分担力: (a)実地盤内応力の経時変化, (b)各分担力の経時

変化, (c)波高 とせん断応力の関係, (d)波高 と各分担力の関係

図-5 繰返し鉛直載荷(CVL)試験及び繰返し水平載荷(CHL)

試験の載荷方法

SHEAR STRESS

---RIGHT LOADING 

LEFT LOADING
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造物底部に設けている1). また矢板を用いた試験(図-6

(b))で は, 根入れ深さ2w=200, 幅fw=12の 矢板を

構造物の両底端点から距離Tw=70mm及 び190の 位置に

左右対称に設置した. この設置位置は, 塑性流動過渡領

域6)7)の頂点と構造物の中間の位置(Tw=70mm), 及び塑

性流動域の端部と構造物の中間の位置(Tw=190)を 示

している. また根入れ深さ2wは 塑性流動過渡領域の頂

点をカバーするため, 200に 決定した お, 矢板面の

排水効果を調べるために面積開ロ率(透 水孔の面積/矢 板

の面積)が5%の 透水性矢板(図 一6(b)一2参 照)も 併せ

て用いた. 本研究では矢板自身が沈下及び水平移動 しな

いように, 矢板の長軸方向の両端4点 を固定 して実験を

行っている. なお, 側壁 と矢板の表面には砂との接触面

を完全粗 とするためにサンドペーパー(G120)が 貼付け

られている. 

側壁及び矢板厚は, 本試験の目的が沈下阻止効果を調

べることにあることか ら, 試 験中に側壁, 矢板が変形

(たわみ量1/100)を 起 こさないような剛性を確保でき

るように決定されている. 

3-試 験 結果と考察

(1)波 浪場にある地盤内の要素点を再現 した実験

(WRT)

図-7(a), (b)は相対密度Dが50と80%に お けるWRT

試験の結果を示している. 結果の整理は, 波高∬Nと所定の

沈下量比gsdj/β に至るのに必要な繰返し回数NVoと の

関係に基づいている. また同図には, それぞれの波高に対

応する模型構造物直下のせん断応力 τx, (図-4(c)参

照)も 併記している. 波高は太平洋沿岸に来襲する波浪条

件から50年確率波8)を求めるとjk7. 5mになることから, こ

の値を基準にした. また5晦 初は, 左右 の卓越 した方の

沈下量を示している. 沈下量比とは構造物の沈下量hkg

を構造物の幅βにより正規化 したものである. 一般に構造

物を設計する上では不同沈下量が重要な指標9)となりうる

が, 防波構造物ではその使用 目的上, 天端高の変化が特

に重要であるとい う理由により, 簡便な計測が可能であ

る沈下量を変形のパラメータとした. 実験では, 波 浪力

は右側から作用させ, 沈下量が繰返し回数NV=2, 000ま

でにほぼ定常状態になることから, 繰返 し回数は2, 000回

までとした. 相対密度に関わらず, 本実験においても繰

返し三軸試験のような室内要素試験 と同様な傾向が得ら

れていることがわかる. 金谷らlo)は造波水路を用いた模

型実験により, 波浪場にある地盤は繰返 し非排水せん断

強度と類似した関係が得 られることを示 している. これ

らの事実は, 構造物一地盤系の動的力学挙動は作用する

波力と繰返し回数に強く依存 していることを示すととも

に, 造波水路装置のない本実験によっても波浪場の動的

力学挙動を把握できる可能性を示すものである. 

次に図一8(a), (b), (c), (d)は, 発生間隙水圧と構造物の

左右の沈下量kjh, kjの 経時変化を示 している. ここ

で発生間隙水圧比kl/σ γ は発生間隙水圧khを 各間

隙水圧計設置位置での初期有効鉛直応力 σmで 正規化 し

たものである 図より, 載荷の進行にともな う間隙水圧

の顕著な蓄積はみられない. また, 左右 に設置した間隙水

圧計(例 えば, L1, R1(図-2参 照))の 間隙水圧は, 卓

越する沈下方向とは逆の方向に蓄積される傾向がみられ

る. 例 えば相対密度kljが50%((b)図 参照)で は, 構造物

は左側に卓越 して沈下しているが, それに追随してR1

の間隙水圧値がL1の 値よりさらに高く蓄積されている

ことがわかる. なお, 密度の違いにより幾何学的対応点で

の間隙水圧発生挙動に差が現れているが, これは塑性流動

図-6 本試験で用いた地盤破壊防止策: (a)側壁の形状

(b)矢板の形状と矢板設置位置

図-7 波浪場 に ある地盤 内の要 素点 を再現 した試 験(WRT)

にお け る波 高及 び模 型構 造物 直下のせん断応力 と繰返

し回数との関係: (a)Dr=50%, (b)Dr=80%
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域の発達の相違に起因 していると考えられる. いずれに

しても, 急激な間隙水圧の上昇にともなって地盤の破壊

がもたらされるとい うよりは, 徐 々に破壊が進行 してい

く, いわゆる進行性破壊のパターンを示すようである. 

このような構造物の沈下にともなうゆるやかな間隙水圧

の上昇は, 沈下→側方流動をともな う地盤のダイレイタン

シー挙動をよく反映したものであり, 波浪カ-構 造物-地

盤系の破壊が側方流動型破壊を呈 している可能性が高い

ことを示すものであろう. 一方, このような地盤破壊の

一要因として構造物近傍の局所流による洗掘が地盤の沈

下-流 動の原因ではないかとする報告ll)もある. 実際の

海底地盤の破壊の要因を直接探ることの困難 さを示すも

のであろうが, 少 なくとも波浪条件によって地盤破壊の

支配要因は変化する可能性があると指摘されよう. 

図一9(a), (b)は, WRT試 験での構造物-地 盤の変形の

特徴を調べるために, 相対密度khが50と80%に おける載

荷回数N>o=2, 000ま で の沈下量jhnb, 水平 移動量

Shglk-NVo関 係 を示している. ここでgdは 卓越 し

た方の構造物滑動量を示 し, 右向きを正とした. 相対密度

の相違に関わらず, 沈下量, 水平移動量ともに載荷初期

に急激な変化を示していることがわかる. 特 に水平移動

量はその後一定値にな り, 定常状態下で徐々に沈下が進

行していくような現象を呈 している. このように水平移

動量は載荷回数に依存しないようであるが, これは波高

がかなり高いために載荷初期段階で水平方向にhardening

が生 じ, このような現象になったものと考えられる. 

図-10は, この ことをさらに詳細に調べるために, 水

平移動量が定常状態に至ったと考えられる時の模型構造

図-8 WRT試 験 にお ける発生 間隙水 圧 と沈 下量 との関係: (a), (b)Dr=50%, (c), (d)Dr=80%

図-9 WRT試 験 におけ る水平移 動量 と沈下量 の経時 変化: (a)Dr=50%, (b)Dr=80%
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物の回転角hg(図-3参 照), 水平移動量gfkm. 及び沈下

量gfと 模型構造物直下100mm地 点に生 じるせん断応

力 τ との関係を示 している. なお, 回転角 θは左ま

わりを正とした. せん断応力が増加する, す なわち波高

(波力)が 大きくなることによって, 構造物の回転角kl

(□, ■印)と 水平移動量hfk. (△, ▲印)が 増加す

る傾向にある. このことは相対密度の違いによらず言え

る. 一方, 沈下量fm,. (○, ●印)は, あるkjhを

越 えるとそれ以上は進行 しない傾向にある. これは水平

移動量をともなうような場合の沈下量にある限界値が存

在することを示すものである. ここで水平移動量が一定

になった後の沈下量は, 上述のようにNo=2, 000回 まで

にほぼ定値になることから, この値を最終沈下量とし, 

図中に併せて示 している. 密度によらず, 最 終沈下量は

せん断応力, す なわち波高が増加することによって徐々

に増加 してい くようである. よって, 波浪 場にある地盤

の破壊はせん断応力(波 力)の 大きさと波浪の載荷回数

の増加によって滑動破壊から沈下破壊をともなうような

破壊に変化することが伺える. 

以上のことから, 波浪場にある地盤は破壊形態の如何

に関わらず, 徐 々に進行するような流動的な破壊現象を

示す可能性が高いこと, いわゆる強度は砂の非排水せん

断強度と同様に波力(繰 返しせん断応力)と 繰返し回数

に強く依存していることが示された. なおこのような地

盤の破壊は, 波力の大きさによって, 滑動破壊から沈下

をともなうような破壊形態に移行するようであり, その

破壊モー ドを適切に把握することは波浪場にある地盤破

壊を調べる上で極めて重要であると言える. 

(2)波 浪場にある地盤破壊の対策に関する模型実験

従来, 陸上の地盤破壊の阻止法として数多くの工法が

提案され, 現場でもそれらの適用性が検討されている. 

しかしながら, 波浪場にある地盤破壊の防止策12)は, 陸

上地盤 と比べて立遅れているのが現状である. 善 ら13)は, 

波浪場にある地盤が液状化に起因した破壊形態である場

合の対策法を提案 している. 一方, 名 合 ら14)は, 消波ブ

ロック下の地盤の破壊が側方流動的破壊であるとして模

型ブロックに透水性の側壁を付設 した対策を検討 してい

る. 

ここでは, 波浪場にある地盤の破壊にっいて側壁 と矢

板を用いた防止策を検討 し, そ の適用性に関する基礎資

料の収集を目的とした一連の模型実験を行った. 

a)構 造物底部に側壁を付設 した場合の繰返 し鉛直, 

水 平載荷試験(CV CHL Tests)

図-11(a), (b)と図 一12(a), (b)は, 相対密度1). =50, 

80%で 行 われた側壁を用いたCVL, CHL試 験結果を繰返し

応力 σF, σHと 所定の沈下量比gfjk/hg8に 至るのに必

要な繰返 し回数Vjkの 関係として示 したものである. な

お, 用 いた側壁の大きさはW≦50mm, W≦18mmで あ

る. 図 よ り, 側壁 を付設することによる繰返 し強度の変

化が明瞭に現れていることがわかる. このことは, 構 造

物の底部に側壁を設けることは地盤破壊の阻止に確実な

効果をもたらすことを示 している. なお, 相対 密度に

よってその効果に違いがあることがわかる. 

図-13は, この付設効果を調べるため, 載荷回数NVo

=1, 00Oに おいて沈下量比klj/β が3%に 至 るのに必要

なモーメン トを側壁を設けない場合のモーメン トで正規

化 した値Mwoと 側壁の根入れ深さklj, に対する幅hg

の割合 εw/2wの 関係で示したものである. ここでモー

メン トは, 模型構造物底部中心において算出している. 

図より, 繰返 し強度は側壁を設けることによって増加す

ることが明確である. また, CHL試 験では地盤密度の差に

よらず, 強度変化の傾向に差がないことが注目される. 

このような側壁の付設効果は, 根入れをすることによっ

て側壁に挟まれた部分の土塊の抵抗 と側壁の幅が増加す

ることによる塑性域の下方への移行, す なわちサー

チャージ的効果が組合わさって現れたものと推測できる. 

特 にCVL試 験 の0. =50%で は, ww=(0. 05～0. 1)付

近 でピーク値が存在 しているが, これは側壁で阻まれた

土塊による阻止効果 とサ一チャージ効果が重ね合さって

現れたものであろう. 一方, CVL試験 のD. =80%で は最適

形状を示すhgk/, は存在 していないが, これは地盤強

度が高いために土塊が側壁 と一体となり, 結 果 として

サーチャージ効果が強く現れたためであると思われる. 

また, CHL試 験では荷重の載荷方向が水平であるために, 

強度増加に与える根入れ幅の影響が小さいことに起因 し

ているのかもしれない. 

いずれにしても, 側壁を設けることによって地盤の破

壊阻止に一定の効果をもたらすことが示されたが, 載荷

条件や地盤の密度の違いによってその阻止機構は異なる

ことに留意したい. 

次 に, 根入れ幅の増加による発生間隙水圧の増加傾向

を調べるために, 同一応力レベルにおける繰返 し回数N>6

=2, 000で の発生間隙水圧uとfwwの 関係を調べて

図-10 WRT試験における地盤内せん断応力の相違による変

位量の変化
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みた(図-14). なお側壁はNw=50mmで あ り, 間隙水圧は

構造物直下100mm地 点(C1点: 図一2参 照)の 値である。

図より, 相対密度に関わらず, CVL試 験 ではfwwの

増加にともなって間隙水圧は増加するものの, 急激な変

化は見られない. これは地盤密度によらない傾向である. 

一方, CHL試 験土ではf
w/fwの 増加にともな う間隙水圧

の急激な上昇がみられる. これは, 外力の作用方向の違

いによっては側壁の存在が間隙水圧の上昇を急変させる

1つ の要因になっていることを示 している. 

図 一15(a), (b)は, 間隙水圧挙動と沈下の関係を検討

するために, CVL, CHL試 験におけるN>o=1, 000と2, 000回

での発生間隙水圧∠1uを初期有効鉛直応力o'yoで 正規化

して示している. なお, ここに代表的に示された値は相

対密度D. =80%に お けるfw=50mm, fw=3mmの ケースで

ある. 同図より, 不同沈下が大きく現れるCVL試験 のよう

な場合((a)図 参照)で は, 変形が卓越する方向の間隙水

圧に比べて沈下の少ない方向の発生間隙水圧が高くなっ

ていることが注目される. 一方, CHL試 験では不同沈下量

が大きく現れないために左右対称の蓄積挙動を呈するよ

うである. 前述のWRT試 験で見られたように, これらは塑

性流動域の発達にともなう地盤のダイレイタンシー挙動

の変化を良く反映した結果になっている. 

間隙水圧と地盤のダイレイタンシー挙動の対応関係を

さらに検討するために, C1点 におけるNo=2, 000回 ま

での最大発生間隙水圧gfと その時の沈下量dklと

の関係を調べた(図-16). 間隙水圧 と沈下の対応関係は

図-11 側壁 を設 けた場合 のCVL試 験 にお け る繰 返 し応力 と

繰 返 し回数 との関係: (a)Dr=50%, (b)Dr=80%

図-12 側壁 を設 けた場合 のCHL試 験 にお ける繰返 し応力 と

繰 返 し回数 との関係: (a)Dr=50%, (b)Dr=80%

図-13 側 壁設 置に よ るモー メ ン トの増加 率 図-14 側 壁設置 に よる間隙水 圧(C1点)の 増加 率
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側壁の形状によって明らかに異なっているが, 載荷法に

よる違いはあまり受けないようである. また, 側壁の体

積の増加(4w, fwの 増加)は 変形レベルの小さいと

ころで急激な間隙水圧の上昇をもたらし, 引続き急激な

低下を導く傾向にある. なお, 側壁の形状によらず発生

間隙水圧が消散する傾向がgdlk=5～10mm付 近 にて一致

している点は興味深い. 

このように, 構造物底部に側壁を設けることは外力の

作用方向によらない地盤破壊阻止効果をもたらすことが

示された. しかしながら, 側壁の体積の増加にともなっ

て, 構造物直下の間隙水圧の上昇が危惧されることから, 

側壁を透水性にするなどの対策14>が必要かも知れない. 

b)模 型地盤内に矢板を設置 した場合の繰返 し鉛直

載荷試験(CVL Test)

上述のように, 波浪場にある構造物-地 盤系の破壊対

策 として側壁の付設は効果があることが示されたが, こ

こでは, さらに模型地盤内に矢板のような構造物を設置

することの効果を調べた. なお, 陸上地盤において矢板

は液状化対策15)16)などに幅広く用いられている. 

前述のように構造物一海底地盤の相互作用で生じる破

壊が徐々に側方流動的に進行するのであれば, 陸上地盤

と同様に矢板構造物の阻止効果が期待できると考えるの

は自然である. 本研究では不透水性, 透水性矢板(図 一6

(b)参照)を 模型地盤内に設置 し, 一連のCVL試 験 を実施し

た. 

図一17(a), (b)は, 相対密度gflk=50, 80%の 不透水性

矢板におけるCVL試 験結果を構造物底部中心に生 じるモー

メン トと所定の沈下量比hfl/β に至るのに必要な繰

返 し回数NVcと の 関係として示している. 図 より, Tw=

190の モーメン ト値は矢板を設置しない場合のものと明

確な違いは現れていないことがわかる. 一方, Tw=70

ではモーメン ト値は顕著に増加 していることが明らかで

ある. つまり矢板長などが固定 されている条件では, 地

盤強度の増加傾向は設置距離hgflの みに依存すると指摘

される. なお, 図示はしていないが, 透 水性矢板につい

ても同様な傾向が得 られている2). 

図 一18(a), (b)は, 構造物直下100mm地 点(C1点)で

の発生間隙水圧hjを 初期有効鉛直応力 σγoで正規化し

た値と繰返し回数Vσ との関係を示すことにより発生間隙

水圧の挙動を明らかにしようとしたものである. 図 より, 

相対密度の違いによらず, TW=70の 場合では間隙水圧

は初期段階で急激に蓄積されている. 一方, Tw=190mm

では, 矢板 がない場合と同様に, 間隙水圧の顕著な上

昇は現れていない. このことか ら, 矢板の設置位置に

よっては間隙水圧の消散が妨げられる可能性があると言

える. 

次に矢板の設置距離kjwの 相違による地盤強度の変化

を検討 した. 図-19はkjwとfl/β が3%に おける

モーメン トの増加割fgdw/kjhの 関係を示 している. ここ

でwは 矢板を設置 しない場合のモーメン トであって, 

No=1, 000に お ける値 を採用 している. 図 中にはjhW

=Omm, Nw=200mmの 値 を検討するために, 参考値として

図-15 発 生間隙水圧 挙動 と沈 下 との 関係: (a)CVL試 験, (b)CHL試 験

図-16 構造物直下C1点 における最大発生間隙水圧と

沈下量との関係
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fW=12, 2jh, =5の 側壁の値を併せてプロットして

いる. ここで, 側壁 の根入れ深さ(fw=50)は 矢板の根

入れ深さ(Mw=200)と 異なったものを採用しているが, 

この理由は側壁のNwが50以 上になれば, 繰返 し強度

は変化しないことが過去の研究1)により明らかにされてい

るからである. また図中のjhw=360の 点は, 前述 のよ

うに塑性流動域の最端部6)7)となっていることから, 矢
の

板を設置しない場合の繰返し強度と同値であるとみなし, 

プ ロットした. なお, 図中 には透水性矢板の値も記載 し

た. 地盤密度による差はあるものの, 矢板が模型構造物

に近いほど, その設置効果は増大していることがわかる. 

特にTw=0mmの 場合(側 壁fw=12mm, w=50mm)は, 

強度の増加率が最も高く現れるようである. しかしこの

場合は, 模型構造物に側壁が付設されていることによっ

て前述のようなサーチャージ効果が現れ, 増加率が高く

現れている可能性がある. 少なくとも, 矢板工のような

対策の場合は, その設置位置をできる限り構造物に近づ

けることでその効果を増幅させることができるようであ

る. 

図-20は, 矢板設置位置TWと 同一応力 レベルにおけ

るNc=2, 000で の各発生間隙水圧値jkuの 関係を示して

いる. jk=50%で は, 矢板 が構造物に近い場合(TW

=70mm), 矢板が存在しない場合の約3. 5倍 にまで間隙水圧

図-17 矢板 を設置 した場合 のCVL試 験 にお け る繰 返 し強度

と繰返 し回数 との関係: (a)Dr=50%, (b)Dr=80% 図-18 矢 板設 置に よる発 生 間隙水圧 挙動 と沈下 挙動=

(a)Dr=5096, (b)Dr=8096

図-19 矢板設 置に よ るモ ーメ ン トの増加 率

図-20 矢板設 置に よる発生 間隙水圧(Nc=2, 000)の 増加 率
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が上昇していることがわかる. また矢板が構造物から遠

くなるとそのような顕著な上昇はみられないようである. 

次 に, 他の設置位置で得られた間隙水圧と変形挙動の

対応を調べた. 図一21(a), (b)は相対密度jh=50%で の

各測点の間隙水圧比(載 荷回数No=1, 000と2, 000時)と

模型構造物の沈下状況の関係を示している. ここで, 前

述のように間隙水圧値と沈下量の間には, 間隙水圧が蓄

積から消散に移行する関係(図-16参 照)に あることか

ら, 同一の沈下量 レベルで比較 している. (a)図 よ り, 

Tw=190の 場合は各間隙水圧 ともに顕著な蓄積は認め

られない. しかしながら, TW=70の 場合((b)図)で は

間隙水圧の明確な蓄積がみられる. 特 に左側の間隙水圧

値(L1点)が 高い値(jhu/03'FO≒0.9)を 示 している. 

これは, 構造物の傾斜した方向に塑性流動域が発達 し, 

その発達過程で矢板付近に圧縮応力が生 じ, 間隙水圧の消

散が妨げられ, 高い値になったものと推定される. この

ことから, 矢板設置の際にも側壁と同様に間隙水圧挙動

に十分な検討が必要であると言えよう. 

このように矢板付近では間隙水圧の消散が妨げられて

いる可能性が高いことから, ここでは透水性矢板を用い

ることによる間隙水圧の消散効果を検討した. 図-22は

相対密度50%のTw=70に 透水性矢板を設置した場合の

模型構造物の沈下状況 と各測点の発生間隙水圧 をVo

=1, 000と2, 000回 で示 している. 図より, 透水性矢板にす

ることで過剰間隙水圧発生の抑止効果がもたらされてい

ることが明らかである. 矢板を透水性にすることに一定

の効果を認めることができる. 

このような矢板の設置が具体的に地盤内の変形量にど

のような影響を及ぼしているかを検討するために, 模型

地盤内に直径1. 9の スパゲッティを挿入17)2)することに

よって地盤の側方流動特性を調べた. スパゲッティは構

造物の底端部から左右対称に鉛直方向25mm間 隔に4本 また

は8本 挿入 し, 繰 返 し回数が100, 200, 500, 1, 000, 

1, 500, 2, 000で の地盤内水平変位量 δ(図-23の 挿入図参

照)を測定した. 

図→23(a), (b)は, 一例 としてTW=70, 190の 場

合の繰返し回数が100及 び2, 000で の変形状態を示 してい

る. なお, 相対密度D. は50%で ある. 繰返 し回数の増加

にともなってスパゲッティが外側にはらみでる様子を確

認できる. 当然のように, 矢板が構造物から遠い場合は

構造物に近い場合よりもはらみだしが顕著に現れている. 

このことを定量的に示すために, 図一23の 挿入図に示

すように模型地盤の沈下量及び測定された水平変位から

算定される単位奥行き当た りの土量をそれぞれ沈下土量
の

γ. (3/mm), 側 方流動土量U6(mm3/)と 定義し, こ

れ らの値に基づいて矢板設置による変形土量の変化を調

べた 図一24(a), (b)は矢板有無による沈下土量y. と側

方流動土量 γδの経時変化を示している. 図より, 各土量

は繰返し回数NV6が 比較的初期段階で急増し, その後徐

図-21 矢板設 置 に よる発生 間隙水 圧 と沈下 挙動: (a)Tw=

190m, (b)Tw=70mm

図-22 透水性 矢板設置 に よる発生 間隙水圧 と沈 下挙動

(Tw=70mm)

86



々に増加する傾向にあることがわかる. このことは, ゆ

るい地盤においてより顕著のようである. また, 矢板 を

設置することによって発生する沈下土量, 側方流動土量

は確実に減少しているようである. このことから, 図

19に 示されたような矢板設置による繰返し強度の増加は, 

側方流動土量の発生の減少によりもたらされると指摘で

きる. 

図 一25は, 同一応力レベルにおける各矢板の最大側方

変位量 δ と矢板設置距離Twと の関係を示している. 

図 中のTw=360の 点 は, 前述のように繰返し強度に影

響を及ぼす範囲ではないことから, この位置を矢板を設

置しない場合(CVL試 験)の値 として, プロットされている. 

図 より, 相対密度の違いによる差はあるものの, 矢板の

設置距離Twが 増えるにつれて側方流動変位は大きくな

り, その後一定となるようである. 特にTwが190で は, 

矢板 を設置しない場合とほぼ同等の値になるようである. 

このことは, 図-19に 示 されたモーメン トの増加率 と

同様 に, 図一20, 図-21に 示 した間隙水圧挙動に良く

対応 したものであろう. このことから, 沈下一側方流

動が生 じる場合では, 地盤の側方変形の進行を阻止する

ことができれば, 地盤の破壊阻止効果が期待できると言

える. 

以上のことから, 本研究で採用した地盤破壊対策とし

ての側壁や矢板の設置は地盤の側方流動阻止に一定の効

果があることが示された. 特に波浪場にある構造物を支

持する地盤の破壊では, 滑動をともな う破壊が多いこと

から, 構造物の底部に側壁を設ける工法が有利であると

言えよう. また矢板による対策でも, 沈下が主な破壊形

態となる場合では矢板の設置は有効な手法であることが

示された. なお, 本試験では矢板の両端を固定すること

によって, その効果が得られていることを考えれば, 三

次元的に矢板を組合せて用いるべきかもしれない. いず

れにしても, 排水条件や材質及び設置状況によってその

効果が変化する可能性があり, さらに詳細な検討が必要

である. 

図-23 矢板 設置 に よる地盤 の側方流動 特性=(a)Tw=70mm, 

(b)Tw=190mm

図-24 矢板有 無に よる沈下 土量及 び側方 流動 土量の変 化: 

(a)Dr=50%, (b)Dr=80%

図-25 矢板設置位置の違いによる側方流動変位の変化
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53結 論

本研究では, 波浪力一構造物一地盤系の動的相互作用問

題を二次元平面ひずみ模型土槽と種々の繰返し力を載荷

可能な装置を用いて調べた. 特に, 破壊機構の特徴と地

盤破壊の防止法を検討した. 得 られた結論は以下の通 り

である. 

(1)波 浪力ような繰返 し荷重を受ける地盤内要素を再現

した模型実験では, 地盤の強度特性は砂の非排水せん断

強度特性と類似の傾向であった. このような条件での地

盤の動的強度は波高と繰返し回数に強く依存している. 

なお, 地盤の破壊は進行性の側方流動型に属するようで

ある. 

(2)構 造 物一地盤系の変形の特徴は, 外力の大きさに

よって滑動破壊から沈下をともな うような破壊に変化す

るようである. 

(3)地 盤の破壊対策 としての側壁の付設は一定の効果

をもたらす. なお, 側壁の形状によっては間隙水圧の上

昇をともなうものもあることから, その形状等にさらな

る検討が必要である. 

(4)矢 板の設置は側壁 と同様に地盤の側方流動阻止に

効果がある. ただし, その設置位置および排水効果を充

分考慮する必要がある-
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MODEL EXPERIMENTS ON FAILURE OF SAND BED BENEATH A STRUCTURE 

 SUBJECTED TO CYCLIC LOADING AND ITS COUNTERMEASURE

Shima KAWAMURA, Seiichi MIURA, Shoji YOKOHAMA and Masahiro MIYAURA

 In order to clarify the mechanical behavior of a sand bed beneath a structure subjected to cyclic loadings 
such as wave forces, a series of model tests were performed under several loading conditions. It was found that 
1) the failure of the ground beneath a structure on model tests becomes a progressive flow failure, 2) the 
formation of side walls on a model structure and the installing of sheet piles have advantageous as the 
countermeasure against the sand flow failure and 3) these prevention effects depend strongly on the structure 
shapes of side walls and location of sheet piles.
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